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第１節 第２節 第１節 第２節
需要予測 ◎ ◎ ◎
取引先の意向による受注量変動 ◎ ◎
取引先からの特急注文









不良品発生による製品歩留まりの低下 ◎ ◎ ◎






























写真 1.1 代表的な圧着端子（左からＦ型，Ｒ型および新製品Ａ型） 
 



















































































































































































































































1 単純移動平均法 × ◎ ○ ◎ ◎ ×
2 加重移動平均法 △ △ × △ ○ ×
3 ＭＡモデル △ △ × × × ×
4 一次指数平滑法 △ △ × △ ○ ×
5 ウィンターズモデル ○ △ × × × ×
6 最小二乗法 △ △ △ × ○ ×
7 ＡＲ（自己回帰）モデル ○ ○ △ ○ ○ ×
8 ＡＲＸモデル ○ ○ △ ○ ○ ×
9 重回帰モデル ○ ○ ○ △ ○ ×
10 ＧＰモデル（今回） ○ ○ ○ ○ ○ ◎
11 ＡＲＭＡモデル ○ △ △ × × ×




































































ＧＰでは，遺伝子を木構造で表わす．Fig.2.3 の木構造は，出力を Z とすると，(2.1)式を
意味する． 
























ＧＰの基本思想は，Stanford 大学の Koza らにより提案され，進化型手法において一


















④ 本研究で提案するＧＰによる予測モデルでは，以下に述べる入力変数 X や出力変



































































































































L3 新規求人数(除学卒) C5 所定外労働時間指数(調査産業計)
L1 最終需要財在庫率指数(逆) C11 有効求人倍率(除学卒)
L2 鉱工業生産財在庫率指数（逆） C1 生産指数(鉱工業)
L4 実質機械受注(船舶・電力を除く民需) C2 鉱工業生産財出荷指数
L5 新設住宅着工床面積 C4 耐久消費財出荷指数
L10 投資環境指数(製造業) C6 投資財出荷指数(除輸送機械)
L6 消費者態度指数 C10 中小企業出荷指数(製造業)
L7 日経商品指数(４２種) C3 大口電力使用量
L11 中小企業売上げ見通しD.I. C7 商業販売額（小売業）(前年同月比)
L8 長短金利差 C8 商業販売額(卸売業)(前年同月比)

























































なお，ＧＰの設定を Table2.5 に示す．このＧＰモデルでは，42カ月分（2007 年 11
月～11 年 4月）の実データのうち,前半 21カ月分（2007年 11月～09年 7月）を訓練
データ, 後半 21カ月分（209年 8月～11年 4月）を検証データとしている．  
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新設住宅着工床面積 － 0.753 0.788 0.785 0.869
東証株価指数 0.753 － 0.817 0.742 0.853
生産指数（鉱工業） 0.788 0.817 － 0.981 0.975
大口電気使用量 0.785 0.742 0.981 － 0.959
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ISTA：技術品質項目 Aの短期的重要度の合計値 
STi ：市場品質項目(1)の短期的重要度の点数値 

























また，同様に，技術品質項目 A の中長期的重要度合計は，(2.9) 式で表わされる． 
 
 
                                                                                    (2.9) 
ILTA：技術品質項目Aの中長期重要度の合計値 
LTi   ：市場品質項目(1)の中長期重要度の点数値 








は Table 2.11のＱＦＤマトリクス表にさらに以下の内容を追記したものである． 
①  既に知的財産権を出願済みの技術品質項目 
…項目毎に，出願番号や請求項別の関係性を明記した． 
A B C D …
項目 短期 中長期
(1) ST 1 LT1 a 1 b 1 c 1 d 1 …
(2) ST 2 LT2 a 2 b 2 c 2 d 2 …
(3) ST 3 LT3 a 3 b 3 c 3 d 3 …
(4) ST 4 LT4 a 4 b 4 c 4 d 4 …
(5) ST 5 LT5 a 5 b 5 c 5 d 5 …
… … … … … … …
(n) STn LTn a n b n c n d n …
IST A IST B IST C IST D …










































A B C D E …
α1 α2 β1 …
◎ ○ × ○ ◎ …
項目 短期 中長期
(1) ST 1 LT1 a 1 b 1 c 1 d 1 ｅ 1 …
(2) ST 2 LT2 a 2 b 2 c 2 d 2 ｅ 2 …
(3) ST 3 LT3 a 3 b 3 c 3 d 3 ｅ 3 …
(4) ST 4 LT4 a 4 b 4 c 4 d 4 ｅ 4 …
(5) ST 5 LT5 a 5 b 5 c 5 d 5 ｅ 5 …
… … … … … … … …
(n) STn LTn a n b n c n d n e n …
IST A IST B IST C IST D IST E …




































































































































































◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ ◎ ◎ ◎
請1 請2 請3
請1 請2 請1
請1 請3 請2 請1
短期 中長期
1 3 3 9 1 9 3 1 1 1 1 9
1 3 9 9 1 1 1 9 1 3 3 9 3
9 9 9 1 9 1 9 1 9 3 9 1 3
最大流量増 3 3 1 9 9 3 1 9 1 1
最小流量減 1 1 1 9 9 3 1 9 1 1
1 1 9 1 3 1 3 1 1
精度 3 3 3 9 9 1 9 3 9 9
経年変化 1 1 3 1 3 1 3 9 3 3
少脈動 1 1 1 9 1 3 3 1 9
3 3 3 3 3 3 1 9
消費電力 1 3 3 1 1 3 3 1 3 1 3 3 9
耐薬品性 3 3 3 9
気体搬送 1 1 9 1 1
3 9 9 9 3 3 3 3 3 3 3 3 1 1 1 1 1 3
132 65 172 79 55 93 64 118 111 132 40 40 12 13 60 54





















































































































































































































３(奇数)段階評価 36 26 56 34 23 23 27 36 41 36 23 18 6 7 20 20
4点、2点、1点 52 43 63 45 31 30 34 46 49 42 29 20 12 13 24 28
３(奇数)段階評価 132 65 172 79 55 93 64 118 111 132 40 40 12 13 60 54
9点、3点、1点 216 157 196 123 85 117 90 158 139 156 58 46 36 37 72 90
４(偶数)段階評価 36 26 54 31 20 23 25 31 36 29 23 16 6 6 20 18
4点、3点、2点、1点 52 43 61 42 28 30 32 40 44 35 29 18 12 11 24 26
４(偶数)段階評価 91 53 122 59 39 61 50 68 77 70 38 28 10 9 48 38
7点、5点、3点、1点 143 111 140 93 63 79 70 94 99 88 54 32 28 23 58 64
４(偶数)段階評価 131 65 160 63 39 93 52 78 83 80 40 28 12 9 60 42




















































































































































1 2013.8.26 製品特性と標的市場の関係性 5名 6名
2 2013.9.15 技術品質、市場品質の精査 4名 3名
3 2013.9.30 ＱＦＤ作成基準の明確化 5名
4 2013.10.14 ＱＦＤ時間軸の精査 3名






























































































































































部門売上高 - - 532百万円（注1） 10億円 20億円
部門ＰＨ売上高 - - 12百万円（注1） 33百万円 67百万円
部門粗利益 - - 91百万円（注1） 2億円 5億円
































































































































































































































































































































































































































要素 記号 意味 Ａ社のモデル
プレース ○ 状態 それぞれの生産工程
トランジション ｜ 事象 各工程における加工作業
トークン ● 要素 一定ロットサイズの仕掛品






































プレス A11 A12 A21 A22 A31 A32
ろう付け A11 A12 A21 A22 A31 A32







































































③ ガス使用により，多量のＣＯ２が発生．  
④ ガス溶接メーカーが廃業しているため設備更新ができず，老朽化が進んでいる． 
 
   Ａ社では，この課題解決のため，ガス溶接に代替できる溶接工法の技術開発を進


























○ ○ △ △
50～1,170万円 680万円 3,000～5.000万円 約6.000万円
△ × × ○
160,000円／月 568,560円／月 483,000円／月 138,000円／月
溶接品質 △ × ○ ◎
×
不良率30％




















































①プレス工程 150 150 －
②脱脂工程 360 360 －
③ろう付け工程 375 100 ▲275
④メッキ工程 1,440 1,440 －
⑤検査・計量工程 450 450 －
計 2,775 2,500 ▲275
①プレス工程 12.5 12.5 －
②脱脂工程 1.2 1.2 －
③ろう付け工程 31.3 8.3 ▲23.0
④メッキ工程 4.8 4.8 －
⑤検査・計量工程 1.5 1.5 －





































       CPi = CSi× PRi × 100×TOi              (4.1)  
                              
ＣＰｉ   ：品目 i の利益貢献度 
ＣＳｉ  ：品目 i の売上構成比(%) 
ＰRｉ    ：品目 i の利益率(%) 
ＴＯｉ   ：品目 i の在庫回転率(回) 
 
また，品目 i の在庫回転率は，(3)式によって求められる． 
 
    ＴＯi＝ＳＲi／ＡIi                                         (4.2) 
 
ＴＯi ：品目 i の在庫回転率(%)， 
ＳＲi ：品目 i の売上総収入 















































CPi = CSi× PRi × 100×TOi              (4.1，再掲)  



































          GPRi＝ （SRi－PCi） ／ SRi                         (4.3) 
59 
 
GＰRi ：品目 iの粗利益率 (％) 
ＳＲi  ：品目 iの売上総収入 (円) 


















































機械 人 小型 機械 人





単発プレス機P1～2 2台 2名 大型 《作業速度》 5名





















































































品目Ａ 5.3% 29.9% 29.9% 3.08 4.91 1 4.91 1
品目Ｂ 5.5% 32.1% 32.1% 1.79 3.16 2 3.16 3
品目Ｃ 3.3% 25.1% 27.6% 0.86 0.71 5 0.78 5
品目Ｄ 1.7% 31.1% 33.9% 3.06 1.65 3 1.80 4





































   （注）48期を 100とした指数 











































































































速度・割合である（Throughput is the rate at which the system generates money through 
sales. ）」と定義する[32]．さらに，Corbett (1998)は，スループットの計算式を以下
のように記す（訳 p.35）[33]． 
               TP＝P－TVC              (5.1) 
 
 TP：製品 1単位あたりのスループット 
































製造直接費 ○ ○ ○(一部のみ) ○
材料費 ○ ○ ○ ○
部品費 ○ ○ × ○
外注加工費 ○ ○ × ○
直接労務費 ○ ○ × ○
製造間接費 ○ 原則× × ○
間接材料費 ○ 原則× × ○






・製品別の固定費が判明。 ・「販売」が原価計算に反映。 ・「販売」が原価計算に反映。 ・「販売」が原価計算に反映。










































































































  ・TP/I     ：投入材料あたりの スループット（生産活動のスピードを表す）  












         ＬＰ＝Ｓ－ＶＣ             (5.3)             
 






























































































Ci  ：製品 i の製造原価（１unit あたり） 
MTi：製品 i の原材料費（同） 
OEi：製品 i の業務費用（同） 
MCRi：製品 i のマシンレート（同） 





ATi ：製品 i の機械１台あたりの平均加工時間（同） 



























Fig. 5.2 Ａ社における需要予測の的中率のバラツキ 
 
このうち，需要予測の的中率が 85％，95％および 100％の３つのケースについて，上記











Fig. 5.3 Ａ社における需要予測誤差による比較シミュレーション 
 
 このとき，TP/I，TP/OEはそれぞれ以下を表す． 
  ・TP/I     ：投入材料あたりの スループット（生産活動のスピードを表す）  











































(1) 製品Ａ１個あたりの売価，生産コストおよび 1,000個あたりの各工程の生産時間等に 
 ついては，Table 5.2 のとおりである． 
 

































で 100千個の追加受注の申し出があり，受諾 or謝絶について経営判断するものとする．  
この場合，従来価格より低価格で受注することによる既存取引先への影響等については
考慮しない．  
(4) Ａ社に生産余力がある場合において，Ａ社の新製品（戦略製品，売価 3,750 円）を新
規取引先に売り込み，他社シェアを奪取するケースについても試算する． 
(5) 生産時間は従来製品，追加受注製品，新製品すべて同一とする． 























ケース１ ケース２ ケース３ ケース４
100% 80% 80% 80%
従来品 500 400 400 400
追加受注 － － 100 －
新製品 － － － 100
計 500 400 500 500
1,500 1,500 1,200 1,750
プレス 200 160 200 200
脱脂 500 400 500 500
ろう付け 333 267 333 333
メッキ 600 480 600 600
計 1,633 1,307 1,633 1,633
1,750 1,400 1,720 1,775
1,000 800 1,000 1,000
750 600 720 775
650 650 650 650













































Fig. 5.5 バッファサイズのコントロールによる生産リードタイムへの影響（前掲） 
 
 Fig. 5.5 によれば，ある製品を 9,000個生産する場合において，一度に加工するロッ
トサイズが 3,000 個であっても，次の工程へ 1回に移動するロットサイズ（移動ロッ
トサイズ）をその 1/2の 1,500個とする（1,500 個の加工を終えた段階で次工程へ流






プレス A11 A12 A21 A22 A31 A32
ろう付け A11 A12 A21 A22 A31 A32













条件および結果は，Table 5.4 のとおりである．移動ロットサイズを 3,000 個→1,500








































Mti OE Nmc Tm MCR Ti Ci
円 台 千秒 円/秒 円 ％
製品Ａ 0.8 307 1.84 0.9 0.9 1.8 4.1 2.0%
製品Ｂ 0.6 318 1.90 0.9 0.9 1.8 4.0 1.9%
製品Ｃ 98.0 374 2.23 9.6 10.6 20.2 143.1 12.4%
製品Ｄ 27.0 370 2.21 2.6 2.8 5.4 38.9 7.2%





















NP 単位時間あたりの製品１個の利益 332円 402円
TP 製品１個あたりのスループット
P 生産個数
LTbn ボトルネック工程における加工時間 40時間 33.3時間








① 不良率が 12.4％→5％に低減 
② ボトルネック工程における製品１単位あたりの作業時間が 9.6 秒→3秒に短縮 
の２つのケースについて，マシンレートを用いた原価計算シミュレーションによる比
較を試みる．Ａ社のボトルネック工程における新技術導入による比較シミュレーショ
ン結果は，Table 5.6 のとおりである． 
 





















％ 秒 百万円 円/秒 円 ％ 秒 百万円 円/秒 円 ％ 秒 百万円 円/秒 円
製品Ａ 2.0% 0.9 307 1.836 4.1 2.0% 0.9 307 1.836 4.1 2.0% 0.9 307 1.836 4.1
製品Ｂ 1.9% 0.9 318 1.901 4.0 1.9% 0.9 318 1.901 4.0 1.9% 0.9 318 1.901 4.0
製品Ｃ 12.4% 9.6 374 2.233 143.1 5.0% 9.6 373 2.229 142.0 12.4% 3.0 374 2.233 128.4
製品Ｄ 7.2% 2.6 370 2.212 38.9 7.2% 2.6 370 2.212 38.9 7.2% 2.6 370 2.212 38.9
















































































































































































































































究科  山田茂教授に厚くお礼申し上げます． 
本論文をまとめるにあたり，多大なる御助言を頂きました鳥取大学大学院工学研
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